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国立大学改革の取組状況

ミッションの再定義 開始

日本再興戦略

国立大学改革プラン
➤ 平成26～28年度で12学部新設など、組織改革を積極的に実施

➤ 年俸制やクロスアポイントメント制度など、人事･給与システム改革

➤ 大学発ベンチャー支援会社等への出資を可能とする仕組の創設
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 「日本再興戦略」2014

27
年度

国立大学経営力戦略
➤三つの重点支援の枠組み（①地域、②分野、③世界）を新設
➤自己改革・新陳代謝（大学間・分野間連携、若手の環境整備促進）
➤国立大学法人の財務基盤強化、国際競争力強化

第３期における運営費交付金検討会（審議まとめ）
➤機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援するため、予
算上、三つの重点支援の枠組みを新設

 「日本再興戦略」2015

大学改革実行プラン

28
年度

第３期中期目標期間 開始

学校教育法･国立大学法人法一部改正
➤ガバナンス改革促進のため、

教授会規定の見直し、国立大学の学長選考の透明化等

◆国立大学における特色ある学部等設置の状況（主なもの）
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国立大学法人法一部改正
➤指定国立大学法人制度の創設
➤資産の有効活用の促進

 「第５期科学技術基本計画」(若手研究者の研究環境整備、安定的なポスト拡充)

指定国立大学法人制度の創設2９
年度



制度改正と補助金で、国立大学の改革を加速
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制度改革

補助金による改革加速
ガバナンス改革

運営費交付金改革

人事給与制度改革

国立大学改革強化推進補助金（特定支援型）

国の政策課題に対応し、補助事業によるスピード感のある国立大学改革を加速

○若手教員のポスト確保
・若手の安定的なポスト拡大と中長期的な教員年齢構成の
是正等の先導的取組を重点的に支援

・29年度から、若手研究者の採用拡大のための全学的な人
事給与システム改革に関する計画の策定を補助条件化

⇒本補助金による若手雇用ポスト数:477ポスト、うち113は承継職員化
⇒若手研究者育成の取組充実を第3期中期計画に記載した法人：79法人

○学校教育法･国立大学法人法一部改正
・教授会等の規定の見直し、国立大学法人の学長選考の透明
化等により、ガバナンス改革を促進

○学長リーダーシップに基づく学内資源の戦略的配分
・各大学の強み・特色・社会的役割を踏まえて教育研究組織
の見直しを推進

・「学長裁量経費」を運営費交付金に措置(H28:402億円)
・IR体制の充実により、学内の現状分析を踏まえた資源配分
の推進

○各大学の改革取組に対し重点支援（H28～）
・第3期より「3つの重点支援の枠組み」を新設し、評価に基
づくメリハリある重点支援

・全国立大学が298の戦略について、2,000項目以上のKPI
を設定し、PDCAサイクルの確立に向けて努力

○年俸制導入による厳格な業績評価、処遇への反映
・当初目標（H27に約1万人規模の導入）を達成。H28現在
約12,000人が年俸制導入。

○クロスアポイントメント（混合給与）による人材流動化
・研究機関や企業等へのクロスアポイントメント導入拡大。

(H26:29人→H28:268人)

国立大学改革強化推進補助金（総合支援型）
○機能強化のための組織整備改革の促進
・「ミッション再定義」を踏まえ、各大学の強みや特色、社
会的役割を中心に改革を加速化させる先導的取組を支援
⇒改組された学科数:453（全学科の35.9%)
（成果例）高知大学:「地域協働学部」の新設など

○大学間・専門分野間連携を踏まえた機能強化の促進
・「大学間・専門分野間での連携・連合」を目指す先導的取
組を重点支援
（成果例）金沢・千葉・長崎大学:「先進予防医学共同専攻」の

設置など



国立大学改革の成果と対応
世界最高水準の研究活動の充実

○卓越した国際的研究拠点の形成
・外国人研究者の大規模な参画による世界最高水準の研究拠点
（例）東京大学:カブリ数物連携宇宙研究機構(MITを超える被引用数）
○海外からの優秀な研究ユニット招致
・海外招致した研究ユニットとの共同研究
（例）東北大とシカゴ大で、国際共同大学院を構築
○産学連携の推進
・オープンイノベーション（「組織」対「組織」の産学協創）
（例）「日立東大ラボ」
（共同研究実施件数）全国立大学 H16:7,774件→H26:14,336件

■国立大学法人運営費交付金と教員数の推移

教員雇用の
不安定化
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（文部科学省調べ）

大学教育の改革・高度化

○教養教育の実質化
・少人数ゼミの大幅拡大により主体的な学習を推進
（例）京都大学:英語で学ぶ教養科目225科目開講

○地域課題解決を目指した新学部の創設
・自治体や産業界と連携し、地域を支える人材を育成
（例）宇都宮大学:「地域デザイン科学部」

…文理を超えて、地域課題に対応する「地域プロジェクト演習」
大分大学:「福祉健康科学部」

…県の地域ケア会議に参加しつつ、地域包括ケアのリーダー育成

■国立大学の教育研究活動に対する公的支出の推移（H16→ H27）

○ 運営費交付金の大幅削減。実際に国が措置した「予算額」に置き直すと、補助金等を加えても、約▲500億円の減少。
→ 国立大学の教育研究活動の持続性に懸念。

（平成28年度（速報）学校基本調査）
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今後の政策課題と改革の更なる加速

○ 世界と互角に渡り合うリソースと経営力の
ある国立大学の形成（日本再興戦略2015改
訂、国立大学経営力戦略）

国の政策課題

○ 企業から大学、研究開発法人への投資３倍
増を目指す。（日本再興戦略2016）

○ 「民間投資３倍増」という政策課題に対応し、大学と産業界との連
携拡大のため、民間投資拡大に資する最先端の大型研究装置の整備
等の先導的な取組みを重点支援する。

○ 補助目的を明確化するため、平成29年度より「国立大学改革基盤強
化促進事業」から「国立大学先端研究等基盤強化促進事業」に移行。

〔成果目標〕産学連携受入金額の増加

改革加速に向けた取組み（平成29年度～）

○ 指定国立大学法人制度の創設（国立大学法人法の改正(2016年5月))
○ 国立大学改革強化推進事業「指定国立大学法人型」により、指定国
立大学法人の研究力強化に向けた好循環を始動させるためのスター
トアップ経費を支援

〔成果目標〕論文被引用数の増加、産学連携収入の増加、寄附金収入の増加など、
指定された大学の取組やベンチマークをもとに目標を設定予定

○ 地方大学の活性化：地域とのつながりを深
め、地域産業を担う人材養成など地方課題の
解決に貢献する取組を促進する必要。（ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略2015改訂）

○ 地域活性化への貢献が求められている国立
大学については、その地域の大学間連携のハ
ブとしての機能を強化し、大学が協働して地
域の諸課題を解決するための地域活性化の中
核拠点を形成する必要。

○ 国立大学改革強化促進事業「総合支援型（地域協働）」により、各
大学が連携した地域の課題解決のための先導的な取組を重点支援。

〔成果目標〕大学による地域の課題解決に対する貢献度が大きいと自治体等の連携先
が認める割合を事業終了年度までに100％とする

○ 国立大学改革強化促進事業「特定支援型」により、シニア教員から
若手研究者へのポスト振替を進めるなど若手研究者の安定的なポス
ト拡大を図る取組を重点支援。

○ 平成29年度からは、若手研究者の採用拡大のための全学的な人事給
与システム改革に関する計画の策定を条件化。

〔成果目標〕若手研究者(40歳未満の教員)の比率の向上

○ 大学等における若手研究者のキャリアパス
が不透明で雇用が不安定な状況にあり、若手
研究者が自立的に研究を行う環境も十分整備
されていない。

○ 40歳未満の大学本務教員の数を1割増加さ
せる。（第5期科学技術基本計画）

世界最高水準の教育研究の促進

地域活性の促進

若手研究者の雇用拡大の促進

民間投資拡大

※成果目標について見直し
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個別事例①
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個別事例②
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